
A はじめに

水路部研究報告第３８号（２００２年３月発行：水

路部創立１３０周年記念号）から１０年が経過し

た．発行直後の２００２年４月に，海上保安庁水路

部は海上保安庁海洋情報部へと改編され，新たな

業務執行体制をとることとなった．この１０年の

間の調査としては，１９８３年に開始した限界確定

のための大陸棚調査に勢力を傾注しており，２００４

年からは大型測量船２隻を専従させるとともに，

屈折法地震探査を本格導入し，２００８年にほぼ２５

年かけた調査を終了した．この大陸棚調査で培わ

れた技術は，現在行われている領海・排他的経済

水域における海洋調査で活用されている．

この１０年間の主な新技術としては，２００３年に

導入された航空レーザー測深機があげられる．ま

た，それ以前の２０００年に開始された GPS／音響

測距結合方式の海底地殻変動観測は，この１０年

間で精度の向上が図られてきた．２０１１年３月１１

日に発生した東北地方太平洋沖地震に関する調査

においては，海底地殻変動観測と航空レーザー測

深が重要な役割を果たしている．

本稿ではこの他，それぞれの分野について，全

てではないが，この１０年の技術の歩みをたどる

こととした．海底地殻変動観測については別稿

（佐藤・藤田，２０１２）での紹介がある．

B 測深技術の進展

極浅海域の測量を行うために，航空レーザー測
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深機が２００３年に導入された．導入された航空

レーザー測深機は，カナダ OPTECH社製の

SHOALS−１０００システムで，試験運用時の様子が

戸澤・他（２００４）で報告されており，計測方法に

ついては，小野・柴田（２０１２）で説明されてい

る．SHOALS−１０００は，その名の通り，１秒間に

１０００回のレーザー光を発射する．波長５３２nmの

緑パルスレーザーと，１０６４nmの近赤外パルス

レーザーを同時に発射し，海面で反射して返って

くる近赤外レーザーと，海底まで到達して返って

くる緑パルスレーザーの，往復時間の差から水深

が求められる（Fig.B１）．測定原理については，

浅田・他（２００３）に詳しく述べられている．

SHOALS−１０００は，常時海面との入射角度が一定

となるように，準円弧型走査法（Fig.B２）を 採

用し，２m×２m～５m×５mの測深密度で，最大

水深５０mまでの測深が可能である．ただし，測

深限度は透明度に左右され，透明度の２倍程度で

ある．透明度の異なる海域における測定例を Fig.

B３に示す．測量時の速力は約１６０ノット（約３００

km/h）で，測深幅は高度×０．５８で計算され，通

常は高度４００mから測量を行うので，測深幅は

２３０m程度となる．航空機レーザー測深機は，陸

上も同時に測量できる能力を生かし，船舶での測

量が困難な極浅海域において成果をあげている

（Fig.B４；岩本，２０１１）．

C 地殻構造探査技術の進展

海洋情報部で実施している「地殻構造探査」と

は，屈折法地震探査と反射法地震探査を組み合わ

せ，主に地殻と最上部マントルの速度構造（速度

分布）を求める探査のことである．反射法探査

は，海中で弾性波を人工的に発生させ，海底下で

反射してきた波を測量船で曳航しているストリー

Fig.B３ Reflected wave−form from low−visibility water
（left panel）and high−visibility water（right
panel）.

Fig.B１ Measurement principle of airborne LIDAR
bathymetry.

Fig.B４ Bathymetric and topographic chart with air-
borne LIDAR bathymetry.

Fig.B２ Scan pattern of SHOALS−１０００.
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マケーブルによって収録する探査である（Fig.C

１）．海洋情報部では，人工弾性波の発生装置とし

て，２，０００psi（約１３．８MPa）の高圧空気を海中で

放出する「エアガン」を主に使用している．スト

リーマケーブルは，ハイドロフォンで構成される

受振器が単一のものと複数あるものとに分類さ

れ，前者をシングルチャンネルストリーマケーブ

ル，後者をマルチチャンネルストリーマケーブル

と呼ぶ．屈折法地震探査は，エアガンから発生し

た弾性波が海底下で屈折してきたものを，海底に

設置した海底地震計で収録する探査である（Fig.

C２）．海底地震計には，屈折波だけではなく，海

底下で反射してきた反射波も収録される．

反射法地震探査は（屈折法と比較すれば）垂直

方向に伝播した波を解析するため水平方向の構造

の変化を捉えやすく，また，海底下に反射面がな

いと解析できないため，堆積層の構造は精度よく

求まるものの，地殻深部の構造は求まりにくいと

いった特徴がある．それと反対に屈折法地震探査

では，主に水平方向に伝播する屈折波と広角反射

波を解析するため，反射法地震探査と比較して垂

直方向の構造の変化を捉えやすく，深部構造まで

求まるが，海底地震計の設置間隔，水中直達波の

影響，海底地震計の分解能等の理由により浅部構

造は精度よく求まりにくい．そのため，両地震探

査を組み合わせて解析することで，地殻・マント

ルの精度の高い速度構造モデルを求めることがで

きる．

１ 調査方法

海洋情報部では，１９８０年後半頃より，数台の

海底地震計を用いた小規模な地殻構造探査を実施

しており，成果（e.g. 浅田・他，１９８９；沖野・他，

１９９４，Nishizawa and Asada，１９９９）を重ねる中，

少しずつ海底地震計の台数を増やしていった．

今から１０年前の２００２年には，海洋情報部と海

洋研究開発機構（JAMSTEC）との共同研究とし

て，伊豆・小笠原弧において大規模な合同調査が

実施された．本調査では，海洋情報部からは「昭

洋」，JAMSTECからは「かいれい」が参加し，

海底地震計を両機関から約１０台ずつ程供出した．

発震船は，大容量エアガンを搭載していた「かい

れい」が担当し，総容量１２，０００inch３（１，５００inch３

×８；１９６．６�）のアレイを使用してマルチチャン
ネル反射法及び屈折法地震探査を実施した．同時

に，「昭洋」もマルチチャンネルストリーマケー

ブルを曳航して「かいれい」に追従し，発震船と

は別の船が曳航するストリーマケーブルで弾性波

を収録する COP（Constant Offset Point）二船式

反射法地震探査も実施した（残念ながら解析は難

航し，結果は出ていない）．取得した屈折法デー

タは海洋情報部が，反射法データは JAMSTEC

が解析し，その結果は Nishizawa et al.（２００６）に

まとめられている．

２００２年６月にロシアの大陸棚延伸申請が国連

大陸棚限界委員会から提出データ不十分の指摘を

受けて却下されたため，大陸棚データの充実を図

Fig.C１ Schematic diagram of seismic reflection ex-
periments.

Fig.C２ Schematic diagram of seismic refraction ex-
periments.
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る必要性が生じ，海洋情報部はその一環として大

規模な地殻構造探査を２００４年度から実施してい

くことにした．２００３年度後半には，翌年度から

の本格的な地殻構造探査の実施に先立ち，その探

査仕様を決定するための事前探査を二度実施した

（金田・他，２００５a（当該報告書には「２００４年度」

と書いてあるが，「２００３年度」の誤りである））．

調査は「昭洋」と「拓洋」の２隻体制で実施し，６，０００

inch３（１，５００inch３×４；約９８．３�）の大容量エア
ガンを扱える「昭洋」を発震船とした．エアガン

の発震間隔は，「昭洋」のコンプレッサー能力と

弾性波の水中残響時間を考慮した結果，２００mと

決定された．両調査を通じて海底地震計７３台を

３km間隔で設置した．解析に当たり，海底地震

計設置間隔の妥当性を評価する目的で，海底地震

計設置間隔を３km及び６kmの場合で解析結果

を比較した．その結果，陸域から海洋へ地殻の厚

さの遷移を調べるにあたり，６kmの海底地震計

設置間隔で十分であることを確認し，今後の海底

地震計設置間隔を５kmとすることにした．ま

た，本調査では測線上を往復発震することで発震

間隔１００mの記録を取得し，隣接するショット

を重合して海底地震計記録の向上を図ったが，調

査時間の割には有意な記録の向上が認められな

かったため，今後の調査においては往復せず，発

震間隔を２００mとすることにした（金田・

他，２００５b）．

２００４年度からは委託を受けた民間会社（大陸

棚調査株式会社）も大陸棚延伸に向けて地殻構造

探査を実施することになった．民間会社が買い入

れた調査船「大陸棚」は地殻構造探査に特化した

船舶で，容量の異なる大小のエアガンを３６基配

備し，各々時間をずらして発震させることでエア

ガン波形のバブルを抑制することができる総容量

８，０４０inch３（１３１．８�）のチューンドエアガンア
レイ（Fig.C３）を搭載していた．また，長さ６，０００

m，受振点４８０chのマルチチャンネルストリー

マケーブルを積載しており，高品質の反射法地震

探査記録を取得できる設備を有している（林田・

他，２００５）．大規模な調査であったため，発震船

の他に，海底地震計を投入・揚収するための専用

船が３隻準備された．

特化した調査船に合わせ，新型の海底地震計を

民間会社に貸与することにした．海洋情報部がこ

れまで使用していた海底地震計ではサンプリング

周波数１００Hz，A/D変換１６bitで信号を収録し

ていたが，新型海底地震計はサンプリング周波数

２００Hz，A/D変換２４bitで記録を取得することが

可能になった．海底地震計回収作業に対しては，

電触により海底地震計が錘から切り離されるまで

の時間が大幅に短縮され，また錘から離れると同

時に海底地震計が調査船に浮上信号を送信する機

能が追加される等，安全かつ効率的に作業が進む

ように設計されている．また，従来の海底地震計

と比較して錘の大きさが小さく，より多くの海底

地震計を調査船に積載することができるように

Fig.C３ Geometry for the８，０２０ inch３ tuned
airgun array.
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なった．新型海底地震計の回収率は非常に高く

（２００４年度においては１００％回収），また，調査

測線数も大きく増加し，海底地震計を１００台以上

設置する調査（金田・他，２００６）も計画されたこ

とから，海洋情報部が実施する調査（直営調査）

においても２００４年度後半から新型海底地震計を

使用している．

民会会社による初めての探査では，人工震源と

してエアガンの他にダイナマイトも用いることに

した．薬量２５０kgと５００kgをそれぞれ１発ずつ

爆発させ，大東海嶺群の厚い地殻深部や最上部マ

ントルを伝播してきた地震波の記録を取得しよう

と試みた．しかし，チューンドエアガンを震源と

した際でも地殻深部を伝播してきた地震波を十分

に取得することができたため，次回以降の調査で

は，環境や安全性の観点等から，発破の使用を止

めることにした．

２００６年度には「昭洋」に新しいストリーマ

ケーブル（ケーブル長３，０００m，チャンネル数

２４０）が導入され，これまでにシングルチャンネ

ル反射法探査しかできなかった直営調査において

マルチチャンネル反射法探査が実施できるように

なり，より鮮明なモホ面や地殻内反射面のイメー

ジの取得が可能になった．

２００４年度から本格化した海洋情報部の地殻構

造探査は，２００４年度１３測線，２００５年度１８測

線，２００６年度３５測線，２００７年度３２測線を実施

し，総測線長は約３０，０００km，使用した海底地震

計はのべ約５，１００台に上った．これらの調査を通

じ，九州・パラオ海嶺の構造（Nishizawa et al.,

２００７），沈み込みの構造（Nishizawa et al.,２００９a ;

２００９b），背弧海盆の構造（Ohara et al., ２００７;

Nishizawa et al.,２０１１），太平洋海盆の構造（Oikawa

et al.,２０１０; Kaneda et al.,２０１０）等，海底下の地

殻構造断面が数多く取得され，大陸棚延伸に向け

た資料となるだけではなく，地球科学分野への学

術的貢献にも大きく寄与することになった．

大陸棚調査が終了した２００８年度以降は，領

海・EEZ調査の枠組みの中，引き続き地殻構造

探査は実施されている．海底地震計を用いた屈折

法地震探査においては大陸棚調査と同じ方法・仕

様で実施されているが，反射法地震探査では，観

測すべき対象が地殻深部の構造から堆積層の構造

へと変わったため，より高周波のエアガンアレイ

（３５０inch３×３；１７．２�）を使用している．

２ 屈折法地震探査の解析方法

屈折法地震探査のデータ取得から解析までの手

順を簡単に述べると，まずエアガン発震により生

じた波が海底地震計に到達するまでの時間（走

時）を測定し，全てのエアガン発震に対する観測

走時が説明できる地殻・マントル内の P波速度

の分布（速度構造モデル）を決定する．速度構造

モデルを構築するには，通常，一測線あたり半年

～１年以上の解析時間を必要とする．

上述の通り，屈折法探査では地震波の到達時間

を測定することから，解析には１msec単位の

「精密な時間」の取得が必要になる．従来海洋情

報部が使用していた海底地震計は内部時計が安定

していたため，船上において海底地震計投入前・

揚収後の時刻補正をすれば十分であった．しか

し，初期の頃の新型海底地震計は内部時計が不安

定であったため，適切ではなかった補正プログラ

ム（MCXO）の除去，水晶の交換（アニーリン

グが十分でなかった？），温度補正テーブルの再

測定等を行って内部時計を安定化させた．また，

船上における時刻補正以外にも，海底地震計に収

録された屈折法及び反射法地震探査のエアガン発

震記録を利用して時刻補正を実施し，精度の高い

時刻の取得に成功している．

海底地震計の着底位置は解析に重要な情報であ

るが，投入されてから着底するまでの自由落下中

に水平方向に最大１０００m以上も移動する場合も

あるため，海底地震計の着底位置＝投入位置とせ

ず，精密に求めるべきである．構造探査初期の頃

は，海上の異なる３点において水中音響を用いて

船から海底地震計までの距離測定を行い，測定位

置と距離から海底地震計の位置を求めてい

た．２０００年頃からは，測定位置，距離の他に，

水温，海底地形，発震データ，時刻補正等の情報
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を加えたインバージョン解析（Oshida et al.,２００８）

を用いて，より精度の高い着底位置を算出するこ

とにしている．

内部時計の時刻補正を行い，着底位置を決定し

た後，海底地震計の連続した記録データから解析

に使用する範囲を切り出し，構造モデルを構築す

るための屈折波・反射波の走時を読み取ってい

く．この走時の読み取りには経験・習熟度が必要

で，適切に読み取ることができないと誤った構造

モデルが構築されてしまう可能性がある．

構造モデルの構築方法は，波線追跡法による

フォワードモデリングとトモグラフィックイン

バージョンの２つに大きく分類される．波線追跡

法によるフォワードモデリングでは，まず速度構

造モデルを作成し，そのモデルにおいてエアガン

から発震された弾性波が海底地震計に到達するま

での理論時間を求め，読み取った観測記録と比較

をする．観測記録と計算値がずれていたならば，

再度モデルを修正して同様のことを繰り返し，全

ての海底地震計の記録が説明できるまでモデルの

修正を続けていく．トモグラフィックインバー

ジョンは，初期モデルと，読み取った全ての海底

地震計の観測記録をコンピュータに入力し，計算

値と観測記録の差の合計が最少になるようなモデ

ルを自動的に計算させる方法である．この二つの

方法を適切に用いて構造解析が行われている．海

洋情報部では，フォワードモデリングにはModel-

ing（Kubota et al.,２００９），トモグラフィックイン

バージョンには tomo２d（Korenaga et al.,２０００）

を使用している．tomo２dでは反射波を考慮した

インバージョンも実施できるが，海洋情報部では

屈折波初動のみを使用した解析を実施している．

大陸棚調査で地殻構造探査が始まった頃は，ト

モグラフィックインバージョンだけ用いれば速度

構造モデルが簡単に構築できると考えられてい

た．というのもモデルの構築にかかる計算時間

が，解析者が試行錯誤を繰り返し計算するフォ

ワードモデリングと比較して圧倒的に短かったか

らである．しかしながら，トモグラフィックイン

バージョンも万能ではない．トモグラフィックイ

ンバージョンは観測走時と計算走時の差の合計が

小さくなるように計算するため，極端に述べれ

ば，一部で観測走時と計算走時が大きく乖離して

いる構造モデルでも，他の部分で整合していれば

差の合計は小さくなるため，そのモデルが解とな

る可能性がある．また，計算の結果得られるモデ

ルは，連続的で滑らかな構造を持つため，実際に

認められる不連続な速度構造（例えばモホ面，巨

大な断層等）を作り出すことができない．さら

に，トモグラフィックインバージョンでは不明瞭

な遠方からの信号を有効に利用することが難し

い．海底地震計の記録は２００km以上離れた地点

からのエアガン発震を記録していることがある

が，そのような記録は深部構造の重要な情報源で

あるものの S/Nが低い場合が多く，観測走時を

精度よく読みとることが困難である．以上のこと

から，トモグラフィックインバージョンでは大局

的な構造を求め，フォワードモデリングで精密な

構造を求める解析手順を採択することにした．

トモグラフィックインバージョンで算出される

解は最初に与える初期モデルに大きく依存するた

め，適切な初期モデルを構築することが重要であ

る（適切でない場合，ローカルミニマムな解に落

ち着いてしまうことがある）．そのため，まずマ

ルチチャンネル反射法探査で取得された地殻構造

を参考に初期モデルの堆積層を構築し，堆積層以

深の構造は恣意性を排除するよう，連続的に水平

成層となる構造をとることにしている（Fig.C

４）．また，最初のトモグラフィックインバージョ

ンの実施時に全ての観測走時の読み取り値を与え

てしまうと，深部を伝播してくる波の影響により

浅部構造が精度よく求まらないことが多い．その

Fig.C４ Initial model of tomographic inversion.

Hiroyuki YORITAKA, Nobuyuki IWAMOTO, Kentaro KANEDA, Noboru SASAHARA, Junko SHIMIZU, Takeharu MIYAKE, and Tatsuo KOMORI
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ため，まず，個々の海底地震計に近い観測走時の

読み取り値だけを用いたインバージョンを行って

浅部構造を求め，その後，徐々に与える観測走時

の読み取り値の範囲を広げてインバージョンを実

施し，段階的に深部まで構造を求めていく手法を

選択した．

暫くは上述の方針で解析を続けていたが，様々

な測線の解析を続ける中，フォワードモデリング

では計算のできない信号が観測記録中に度々認め

られるようになった．フォワードモデリングのソ

フトではグラフ理論を用いた計算を行っているた

め（Kubota et al.,２００９），屈折波・反射波とも一

番早く到達する波の走時しか計算ができないとい

う難点があった．そこで，Modelingに特定のレ

イヤー内の屈折後続波を計算する機能を付与し，

初動以外の信号も計算可能なようにした（Fig.C

５）．その結果，レイヤー内の速度勾配が求められ

るようになり，より詳細な構造モデルが構築でき

るようになった．

また，特に，複雑なモホ面を持つ海山・海嶺下

においては，上述の機能でも計算できない遠距離

（＞１００km程度）からの信号が数多く確認され

た．そのため，有限差分法により理論波形を計算

するソフトウェア E３D（Larsen and Schultz,

１９９５）を導入し，フォワードモデリングでは説明

のできない信号も計算してモデルの妥当性を検証

することにした（Fig.C６）．E３Dは様々な波を

考慮して理論波形を計算するソフトウェアである

が，計算時間がコンピュータのノード数にほぼ比

例する仕様となっており，ノード数の少ないコン

ピュータでは長時間の計算が必要となる．そのた

め，計算対象となる海底地震計を絞ってモデルの

確認作業を実施している．

大陸棚調査における初期の解析では，モホ面か

らの反射波のみ解析に利用していたが，海底地震

計には地殻内・マントル内からの反射波も明瞭に

記録されており，このような反射波も考慮した構

造モデルの構築が望ましい．しかし，調査測線数

が多く，解析時間が限られている中，全ての反射

波を利用して構造を求める時間的余裕がないた

め，Fujie et al.（２００６）による反射波マッピング

を用い，反射波の反射位置を構造モデルに投影す

ることで，モホ面以外の反射面の位置を簡易的に

決定する手法を採用した．

大陸棚調査では特に地殻の厚さと最上部マント

ルの速度に着目し，上述の手法で地殻構造探査の

解析が実施されてきたが，領海・EEZ調査では

特に地殻の層構造を解明することが主目的とな

り，解析手法をさらに洗練する必要性が生じた．

また，調査海域は海底地震計に遠方からのエアガ

ン発震が記録されにくい海域であり，初動イン

バージョンによる解析がそれほど有効ではなく

なった．そのため，地殻は基本的に堆積層，上・

中・下部地殻の４つの層で構成されていると仮定

し，その境界面からの反射波の有無をフォワード

モデリングにより確認しつつ，浅部側の層から順

を追って解析を進める方針をとった．

領海・EEZ調査の調査海域では厚い堆積層が

広がっているため，堆積層の構造を適切に求める

Fig.C５ Traveltime calculation of refracted wave later
phases.

Fig.C６ Comparison an observed seismic record with
a synthetic seismogram calculated by E３D.
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必要がある．そのため，フォワードモデリングで

構築された構造の深度軸を時間軸に変換し，マル

チチャンネル反射法地震探査の解析結果に重ね合

わせ，堆積層の構造の妥当性を確認することにし

た（Fig.C７）．この手法は大陸棚調査における解

析でも用いていたが，堆積層が薄い太平洋側の海

域を対象とする解析では，重ね合わせて解析を進

めることの意義が乏しく，さほど重要ではなかっ

た．

堆積層の構造が求まると，屈折波と反射波を用

いて地殻の層構造化を進めていく．領海・EEZ

調査の対象海域は地殻変動の影響を多大に受け，

規模の大きい断層が多数認められることから，地

殻内の反射面が必ずしも連続して存在するわけで

はない．そこで確実に反射面が認められる領域の

み層構造化するよう配慮した解析を実施してい

る．そのため，２～３台程度の海底地震計の記録

にしか認められないような反射波は，構造モデル

の複雑化を防ぐため，あえて構造に反映しない等

の措置をとることがある．

領海・EEZ調査における地殻構造探査の解析

は，地殻構造が複雑であるため非常に困難であ

り，今後も新しい解析手法を導入していくことに

なるであろう．

３ 最後に

１０年前には手探り状態で進めた地殻構造探査

であったが，現在では海洋情報部が実施する海洋

調査の柱の一つとなり，堆積層から最上部マント

ルに至る詳細な速度構造モデルを様々な海域で

次々と提示している．これらのモデルの中には地

球科学の分野に新たな知見を与えるものも数多く

存在している．今後も技術の発展に伴い調査・解

析手法も進展し，より精度のよい構造モデルが構

築されていくことは想像に難くなく，日本周辺の

海洋基盤情報の充実に大きく貢献することが引き

続き期待される．

D ジオイド・地衡流算出技術の進展

海洋情報部では１９６０年代から船上重力測定を

開始し，船上重力計を装備する測量船により約

５０年間継続してきた．その主な目的の一つは，

日本周辺の海域ジオイドを決定することである．

ジオイドは重力の等ポテンシャル面の一つであ

り，地球表面における平均水面の形状に近似する

が，地衡流等の存在のため完全には一致しない．

この一様ではないジオイドを決定することは測地

学における重要な研究テーマであり，また，決定

されたジオイドは海流などの海洋循環モデルの構

築に役立つのみならず，海洋速報などにおいて海

流予測に活用することができる．

日本では Ganeko（１９８０）が，人工衛星の軌道

解析から求められた全球重カポテンシャルモデル

（以後，GGM : Global Gravity potential Modelと

する）である GEM−１０（Lerch et al.,１９７７；２２次

の球面調和関数）と船上重力測定で得られた局所

的な重力値をブロック平均したデータから，日本

周辺の海域ジオイドモデルを算出した．その後，

福田（１９９５）や Kuroishi（１９９５）などのように，

観測解析技術他の進歩に伴い高精度のジオイドモ

デルが提案されている．一方，海洋情報部では蓄

積された船上重力データなどを用いて，海域ジオ

イドモデル（笹原・他，２００６b），さらに改善さ

れたモデルMGM２００８（笹原・他，２００８）を 構

築した．

構築された海域ジオイドモデルの精度検証は必

須であるが，陸域の GPS／水準ジオイドのよう

Fig.C７ Superposition of a velocity structure model
on a seismic reflection profile. Numbers in
the figure mean P−wave velocities（km/s）of
equi−velocity contours.
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な絶対値による直接的な検証が海域では困難であ

り，間接的手法を取らざるを得ない．その手法の

１つとして，ジオイド高とアルティメータ海面高

との差による力学的海面高（Sea Surface Dynamic

Height：以後 SSDHとする）と CTD（Conductivity

−Temperature−Depth）データの力学計算結果と

の比較が挙げられる．その検証ではMGM２００８

による SSDHと CTDによるものとの間で非常に

良い相関関係がみられた．

地衡流は SSDHから簡易な計算式により算出

することができる．MGM２００８の SSDHから算

出された黒潮周辺の地衡流の流向は，海洋速報に

よる黒潮流軸の形状と良く合致した．（笹原・

他，２００６b）．

アルティメータ海面高は衛星データアーカイバ

AVISO（Archiving, Validation and Interpretation of

Satellite Oceanographic data）からダウンロード

し，これとMGM２００８ジオイド高から求めた

SSDHにより地衡流を算出しており（笹原・他，

２００７），この地衡流は海洋速報作成のための資料

として活用されている．

本稿では，計算に必要な船上重力データの誤差

補正含む海洋情報部におけるジオイドと地衡流の

算出技術の進展についてまとめて紹介する．

１ ジオイド算出手法

（１）重力データの作成

「remove−restore法」によりジオイドを算出す

るには，重力異常データの長波長成分と短波長成

分が必要となる（笹原・他，２００６b）．MGM２００８

では長波長成分は人工衛星観測より得られた

GGM０２（Tapley et al.,２００５），短波長成分は地球

表面上で観測された重力データ，特に海上では船

上重力データを用いた．

海洋情報部では１９６０年代から船上重力観測を

継続しており，JODC（Japan Oceanographic Data

Center：日本海洋データセンター）には国内外の

データが収集されている．ジオイド算出に用いた

船上重力データは，１９６２～２００４年の約３２０万

データであり，これらに以下の処理を施した．

� 測地系・正規重力・基準網の統一

� 移動平均によるスパイクノイズの除去

� COE（Cross Over Error ; Wessel and

Watts,１９８８）補正

� アルティメータ重力値による補正

作業の詳細については，笹原・他（２００６a）を

参照されたい．Fig.D１に上述した処理を施す

前，Fig.D２に施した後の船上重力データによる

Fig.D１ Gravity anomaly map around Japan using the
sea gravity observation（before the evaluation
and compensation）.

Fig.D２ Corrected gravity anomaly map around Japan
using the sea gravity observation.
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重力異常図を示す．

また，ジオイド算出領域において船上重力デー

タが均等に存在しないため，データの疎い領域を

アルティメータ重力（Sandwell and Smith,２００５;

V１５．１）により補間した．

陸上重力データについては，日本重力 CD−

ROM第２版（産業技術総合研究所，２００４）の

データを用い，これに Faye異常値（大野，

１９８７；地形補正を加えたフリーエア異常値）とす

る操作を加えた．

これら船上・アルティメータ海上重力と陸上重

力データを混合し，GMT（Wessel and Smith,

１９９８）の blockmedianにより１分格子間隔でブ

ロック平均し，GMTの surfaceによりテンショ

ン０．７５，格子間隔１分でスプライン補間を加え

た．Fig.D３にこの混合重力異常値の分布図を示

す．

（２）ジオイド算出手法

前述した「remove−restore法」は，既知のジ

オイドの長波長成分を除き，未知の成分であるジ

オイドの短波長成分のみ計算する手法である．そ

れは，長波長成分に GGMによる重力値，短波長

成分に海陸混合重力異常値から GGM重力異常値

を除去（remove）したものをストークス積分

し，求められたジオイド高の短波長成分に GGM

ジオイド高を復元（restore）する算出手法であ

る（笹原・他，２００８）．このジオイド高に，間接

効果補正とスケール決定による補正値を加え，最

終的なジオイド高とした（笹原・他，２００６b）．

２ ジオイドモデルの精度検証年周期変動

実際の海面の傾きと海流との力学的平衡によっ

て生じるジオイド面と実海流面とのずれである

SSDHは，ジオイドモデルによるジオイド高とア

ルティメータ海面高との差により計算される（以

後，SSDHgeoとする）．アルティメータ海面高は

AVISOのものに平均水面高を加える等の処理を

施した値を使用した（笹原・他，２００８）．

また，SSDHは無流面（ある水深でまったく流

れがないと仮定した面）から海面までの水柱の高

さであり，CTDデータを用いた力学計算によっ

て求められる（以後，SSDHctdとする；寄高・

他，１９９９）．

これら SSDHgeoと SSDHctdを比較した結果，

太平洋，特に黒潮が通過する海域は良く一致する

が，太平洋の東北沖や日本海について一致度が良

くないことが判明した（笹原・他，２００８）．

３ ジオイドによる地衡流

SSDHは海域ジオイドモデルMGM２００８のジ

Fig.D３ Gravity anomaly map around Japan combin-
ing sea and land data sets.

Fig.D４ Geoid undulation around Japan. Contour in-
terval is１m.
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オイド高と AVISOのアルティメータ海面高から

求められるが，この SSDHから地衡流平衡の式

により東西・南北方向の流速を求めることができ

る．さらに，これら流速のベクトル計算により地

衡流の流向・流速が算出可能である（笹原・他，

２００７）．

Fig.D５に SSDHによる地衡流流速ベクトルの

分布図を示す．Fig.D５をみると，地衡流流速ベ

クトルと海洋速報による黒潮流軸が良く一致して

いることがわかる．

海洋情報部では地衡流算出のためのプログラム

を作成，ワークステーションにインストールし，

日本周辺海域の地衡流の流速ベクトル分布を毎

日，自動的に算出している．このベクトルデータ

は，日刊される海洋速報の作成のための資料とし

て活用されている．

４ 今後の課題

ジオイドモデルの精度向上の対策の１つとし

て，船上重力データの整備が挙げられる．例え

ば，モデルの精度評価が低い海域である太平洋の

東北沖，日本海は船上重力データの観測密度が疎

く，古い観測期間のものが多い．精度の低い海域

で，新たに船上重力観測を密に行う必要がある．

また，地衡流の算出には同化プログラムによる

手法があり，海洋情報部でもこの手法の開発を試

みているが，より精度の高い地衡流算出にはプロ

グラム等の改良を進める必要がある．

E 海象観測・環境調査技術の進展

１ 測流

流れの測定は船舶搭載 ADCP，流速計の係留，

アルゴスシステムを利用する漂流ブイで行われて

きた．これらの観測データは，海難発生時の漂流

予測にも用いられるが，観測データのない海域に

ついては，前章で作成されたジオイドに基づく地

衡流が用いられるようになった（斉藤，２０１１）．

また，短期の漂流実験には，アルゴスシステムを

利用するブイに代わって，１９９８年度に導入され

たオーブコム衛星を利用するブイが多く用いられ

るようになってきた．このような変化の他，測流

技術の進展・成果として以下の事項があげられ

る．

（１）海洋短波レーダ

この１０年間における進展の一つに海洋短波

レーダの導入が挙げられる．２０００年に関係省庁

で開始されたミレニアム・プロジェクト「高度海

Fig.D５ Vector of geostrophic current with SSDH of
Marine Geoid model and altimeter SSH（AV-
ISO）in May１１,２００５. A red line shows the
current axes of the Kuroshio with Quick Bul-
letin of Ocean Conditions.

Fig.E１ Map of observation site. Solid triangles indi-
cate locations of HF radar remote sites. Cov-
erage of each radar site is shown as a sector
form. Solid circle indicates a mooring point of
ADCP（Kinoshita et al.,２００４）.
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洋監視システムの構築」の中で導入した海洋短波

レーダは，国内では初めて５MHzの周波数帯を

用いる長距離型が選択され，２００１年に房総半島

野島埼と八丈島に設置された．以降，２００kmを

越える測定により，伊豆諸島周辺と房総半島南方

における黒潮の常時監視が行われている（木下・

他，２００４；Fig.E１）．翌２００２年には，周波数帯

が異なる中距離型の短波レーダが三浦半島荒埼と

伊豆大島に設置され，相模湾の流況監視を行って

きた．

（２）２軸電磁ログ

主に高速型の巡視船に装備されるようになった

電磁ログは，２対の電極を直交させて配置するこ

とにより，対水速度の水平２成分が測定可能とな

る．２００４年に，この２軸電磁ログによる対水速

度から GPSによる対地速度を差し引く海流演算

装置が導入された．送受波器の船首方向に対する

回転による誤差（アラインメント誤差）が卓越す

る音波ログと比較して，対水速度の測定誤差（ス

ケール誤差）も問題となる電磁ログのデータ補正

法が提案され（田中，２００７），運用されている．

現在はセンサーの経時変化等の誤差要因につい

て，検討が行われている．

（３）海浜流の観測

離岸流によると思われる海浜事故があとを絶た

ないことを受け，２００２年度から大阪大学と第八

管区海上保安本部の共同により，２００３年度から３

年間は，鹿児島大学，日本水路協会，第十管区海

上保安本部が加わり，離岸流の実態調査が行われ

た（古河・山城，２００３；日 本水路協会，２００４，

２００５，２００６）．調査においては，流速計，波高

計，漂流ブイに加え，シーマーカーと呼ばれる染

料を流して海浜流を可視化するという手法がとら

れた（Fig.E２）．

（４）深層流の観測

１９９３年にロシアが公開した白書により，旧ソ

連・ロシアによる放射性廃棄物の日本海における

海洋投棄が明らかとなったことから，海洋情報部

では１９９４年から日本海において人工放射性核種

の分析を行うとともに，深海流の測定を実施して

きた．観測は，海底からの立ち上げ方式の係留計

に接続した流速計を用い，海底面から５０mおよ

び１００m上の２層を測定した．深海流の測定に

ついては，２０１０年６月に終了し，日本海の日本

側のほぼ全域に及ぶ広大な海域で２６点の観測

データが取得された．

観測された深層流の時系列データの解析により

得られた深海における平均流は，水深の浅い方を

右に見て流去する反時計回りの平均流が存在し，

先行する研究と一致していたほか，新たに二つの

特徴的な流れがあることが分かった．その一つ

は，大和堆周辺の深海底で２ヶ月周期成分が卓越

していたこと．二つ目は，富山深海長谷で年間を

通して谷を南に向かう流れが見出されたことであ

る（福島，２００７；福島・小嶋，２０１１）．

２ 海氷観測

第一管区海上保安本部の海氷情報センターで

は，極軌道気象衛星 NOAAに搭載された改良型

高分解能放射計（AVHRR）のデータなどを用い

て海氷分布を作成していたが，AVHRRでは雲の

下が観測できず，海氷の分布は不明であった．

Fig.E２ Observation system using balloon with video
camera（upper panel）and sea−marker（lower
right panel）（Furukawa and Yamashiro,
２００３）.

Hiroyuki YORITAKA, Nobuyuki IWAMOTO, Kentaro KANEDA, Noboru SASAHARA, Junko SHIMIZU, Takeharu MIYAKE, and Tatsuo KOMORI

－ 12－



２００６年打ち上げの陸域観測技術衛星「だいち」

（ALOS）に搭載されるフェーズドアレイ方式 L

バンド合成開口レーダ（PALSAR）は雲の下も観

測できる能動センサーとして，海氷観測への利用

が期待されていた．PALSAR/ALOSの海氷観測へ

の利用に向け，水路部（当時）と宇宙開発事業団

（当時）では，１９９８年度からカナダの RADARSAT

衛星や地球資源衛星「ふよう１号」（J−ERS１）に

搭載された合成開口レーダ（SAR）のデータを利

用した共同研究を行った．ALOS打ち上げ後は，

データの検証を行いつつ，定期的な観測及び海氷

速報への利用が実施されるようになった（福島・

他，２００８；Fig.E３）．ALOSは２０１１年５月に観測

を終了したが，海氷観測には重要なデータである

ことから，２０１３年度打ち上げ予定の陸域観測技

術衛星２号（ALOS−２）にも搭載される PALSAR

データの利用が検討されている．

３ 環境調査

海洋情報部は，「水路の測量及び海象の観測に

関連して行う海洋の汚染の防止のための科学的調

査」を環境調査と呼称し，�「海洋汚染等及び海
上災害の防止に関する法律」第４６条に基づき，

我が国が管轄する海域において油分，PCB，重金

属等の調査を実施する「海洋汚染調査」，�流況
及び水質等の調査，赤潮等の発生や挙動の監視を

実施し，汚染メカニズムの解明を進め，海の再生

に向けた効果的な施策の実施及び検証に資するた

め実施する「環境保全調査」，�日本近海におけ
る海水，海底土について，人工放射性物質の分布

状況の把握，経年変化等を調査する「放射能調

査」を実施している．この項では，これらの環境

調査に関連して実施された調査手法の開発や，調

査により集積された環境データの活用等について

述べる．

（１）海水・海底堆積物の分析法の開発

海洋汚染調査においては，従来調査を行ってき

た油分，PCB，重金属等に加え，２００１年度より

有機スズ化合物の一種で船底塗料として使われそ

の後禁止されたトリブチルスズ化合物（TBT）に

ついて，海底堆積物中濃度の調査を開始してい

る．調査開始にあたっては，環境庁（当時）の作

成した暫定マニュアル等を参考に，当部の扱う試

料の特性に合わせ，抽出段階を追加する等の改良

を加 え た 分 析 方 法 を 開 発 し た （ 清水・ 野

坂，２００５）．TBTについては，先行して調査を

行ってきた油分，PCB，重金属に比べると，より

Fig.E３ PALSAR（ScanSAR）image（left panel）and sea ice concentration（right panel）（Fukushima et al.,２００８）.
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湾奥において高い濃度を示す傾向があることがわ

かった（清水・野坂，２００５）．

海洋汚染調査および南極地域観測隊や西太平洋

海域共同調査の海洋観測においては，硝酸塩等の

栄養塩分析を実施してきた．従来は海水や濃度既

知の標準溶液を試験管にとり，試薬で発色させて

吸光度を測定するバッチ方式で分析を実施してき

ていたが，操作が煩雑で，分析に時間を要し，反

応条件を一定に保つことが難しかったこと，また

大量の廃液が出ることから，現在では連続反応・

分析を実施する自動分析装置を用いた方法を導入

している．自動分析装置の導入については，栄養

塩にくわえ，後述する火山変色海水の調査のため

の分析を想定し，フローインジェクション法によ

る硝酸塩，ケイ酸塩，鉄の分析条件の検討が行わ

れ，岡野・並木（２００２），岡野（２００３，２００４）に

より報告されている．

環境保全のための調査ではないが，海域火山活

動に伴う変色海水の化学分析も行ってきた．変色

海水は，海底火山から放出された酸性熱水が海水

によって中和された結果生ずる沈殿物によるもの

で，火山活動の消長に対応して化学組成が変化す

るため，その化学分析は海底火山活動の状況を把

握する有効な手段の一つである．従来は，化学分

析において，採取した変色海水試料に塩酸を添加

し，一昼夜加温して沈殿を共存している海水中に

溶解した後，鉄・アルミニウム・ケイ素の測定に

供していたが，火山の噴火の状態を緊急に知りた

いときには時間がかかりすぎる点が欠点であっ

た．そこで，作業量の軽減とスピード化のため，

変色海水から沈殿物を分離し，塩酸と蒸留水を加

えて電子レンジにより加熱溶解する方法を開発し

ている．（野上・他，２００４）．同手法は今後，自然

界の変色海水の分析例を増やすことで実用性が高

くなることが期待される．

（２）海水・海底堆積物における有害汚染物質濃度

の経年変化

油分，PCB，重金属等については，水質汚濁防

止法（１９７０年公布）等に基づく規制がなされて

いるが，海洋情報部による３０年以上の長期にわ

たる海洋汚染調査データによると，ごく例外の海

域および物質を除いて我が国沿岸の汚染濃度は全

般的に低下傾向であること，また濃度の低下傾向

は１９８０年代まで顕著であったものの，１９９０年代

以降は緩やかであることがわかった（清水・

他，２００８）．このような汚染濃度変化の傾向は，

２００２年に東京湾で実施した海底堆積物中の残留性

有機汚染物質の調査からも認められており（清

水・他，２００５），一旦海域に負荷された汚染物質

Fig.E４（a）The sampling points of Tokyo Bay.
（b）Vertical PCBs concentration in the sediment at TP−１. Accumulation years are estimated from sedimen-

tation rate（Shimizu et. al.,２００５）.
（c）Temporal changes of PCBs concentrations of surface sediment at T１to T６（Shimizu et. al.,２００８）.
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は海底表層堆積物にとどまり，海洋環境は容易に

は元に戻らないといえる．

放射能については，１９５０年代から大気中核実

験による大量の放射性物質の降下が我が国周辺に

おいて問題になり，１９６１年１０月の閣議決定に基

づき，放射能対策本部が設けられて，放射能調査

及び研究等の強化が図られる中，海洋情報部によ

る調査が開始された．大気中核実験が全面的に中

止され，環境中の放射性物質は減少しているとさ

れている．海洋情報部の調査結果によれば，半減

期の長いストロンチウム－９０及びセシウム－１３７

の経年変化は，ともに各年で多少の変動はある

が，長期的には減少傾向であり，近年では横ばい

傾向で推移している（海上保安庁海洋情報部，

２０１０）．２０１１年３月には東日本大震災の影響で福

島第一原発の事故により大量の放射性物質が放出

され，環境中への拡散が懸念されるところである

が，海洋情報部の調査における分析は検出下限が

サブmBq/L以下という非常に低レベルの濃度を

把握するものであることから，これまでの数十年

にわたる海洋における調査は，事故前の状態を知

る重要なバックグラウンド値を与えており，事故

後の変化の把握においても重要な調査データを提

供するものと思われる．

（３）沖合海水における残留性有機汚染物質調査

環境中における有害物質の濃度を正確に知るた

めには，試料採取方法が重要である．特に低濃度

の汚染物質の正確な濃度分布を知るためには，非

常に大量の環境試料を高濃縮するため，試料採取

時点におけるコンタミネーションの防止や十分な

回収率を確保することが課題となる．海洋情報部

では，２００８年度から２０１０年度までの３カ年，環

境省の移替研究経費（公害一括）により実施され

た「沖合海域における POPsの汚染実態の解明に

関する研究」において，沖合海域における POPs

（残留性有機汚染物質：Persistent Organic Pollut-

antsの略称）調査のための技術開発に取り組ん

だ．

POPsは，高残留性，生物蓄積性，長距離移動

性を持つ汚染物質を総称する名称で，ダイオキシ

ン類，PCB,DDT等十数種類が残留性有機汚染物

質に関するストックホルム条約（以下 POPs条約

と略す）によって指定されている．POPsはその

特性故，環境中におけるごく低濃度の分布を知る

ことが，地球規模での環境汚染を理解し，環境を

保全するために重要であるが，沖合海域の海水に

ついては試料採取・分析が困難であることからそ

の汚染実態はほとんど知られていなかった．

そこで，本研究においては，海水中におけるご

く低濃度の POPsについて，大量の海水を現場で

濃縮して実験室に持ち帰り，高分解能ガスクロマ

トグラフ高分解能マススペクトルメトリーによる

高精度分析を行う方法を採用することとした．本

手法では POPs条約に指定，または指定される見

込のある有機塩素化合物及び有機臭素化合物を対

象とした．

濃縮に用いる装置は，河川水や水道水中のダイ

オキシン類の調査のために開発された装置に改良

を加えることにより新たに開発した．具体的な改

良点としては，ダイオキシン類以外の POPsも高

率で捕集できるよう，捕集材に従来のポリウレタ

ンフォームプラグに加えて活性炭素フィルタを用

いた点，及び，海域におけるシップタイム節約の

ため，試料濃縮速度を２倍とした点である．本シ

ステムの開発により，２０００Lの海水を調査海域

の現場において１２時間弱で濃縮処理でき，海水

中において０．００１pg/Lという非常に低濃度の

POPsの定量が可能となった（清水・他，２０１０）．

本システムにより東シナ海において海水中

POPs濃度の調査を実施したところ，多種類の有

機塩素系 POPsが検出・定量され，POPs種類に

よる分布の特徴の差異などが見られている（渡

邊・他，２０１１）．一方，POPsの中でも有機フッ

素化合物であるペルフルオロ化合物は，有機塩素

系の POPsに比べると少量（４L程度）でも沖合

海域における濃度検出が可能であり，濃度分布，

時間変化を把握することが比較的容易であること

から，東シナ海での調査において三次元的に調査

点を配置して分布調査を実施し，汚染起源推定
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や，トレーサーとしての活用を試みている．（山

尾・他，２０１０）

近年東アジア諸国においては経済発展が著し

く，有害物質による環境汚染が問題となっている

ことから，沖合海水における POPs汚染の調査手

法は，東シナ海・日本海等の我が国周辺海域にお

ける周辺諸国からの越境汚染の監視への活用が考

えられる．

（４）モニタリングポスト観測

全国海の再生プロジェクトでは，富栄養化によ

る慢性的な赤潮の発生や，有機汚濁による酸素の

消費によって貧酸素水塊が生じ，水産動植物へ大

きな影響を与えるなどの問題が発生している閉鎖

性の高い海域の問題の改善のため，海上保安庁及

び国土交通省を中心とする関係省庁及び自治体が

連携して，汚濁負荷削減対策，海域の環境改善対

策，環境モニタリング等の諸施策を推進，総合的

に海洋環境の保全に取り組むもので，２００３年に

始まった「東京湾再生プロジェクト」を皮切りに

現在全国４か所「東京湾，大阪湾，伊勢湾，広島

湾」で行われている．海洋情報部では，それぞれ

の湾が含まれる海域を管轄している第三，四，

五，六管区海上保安本部所属の測量船による水質

モニタリングの実施，人工衛星による各湾におけ

る赤潮等の監視を行っているほか，東京湾におい

てはモニタリングポスト観測を実施している．

東京湾のモニタリングポストは湾奥の千葉港沖

に位置する千葉灯標に設置され，海上風，海潮

流・水質（水温・塩分・溶存酸素量・クロロフィ

ル濃度・濁度）の鉛直分布を連続観測している．

観測データについてはリアルタイムでインター

ネットに公表され，広く一般においても利用でき

Fig.E５ Schematic design of the On−site large volume
water sampling system, designed for persis-
tent organic pollutants in offshore waters.

Fig.E６ Temporal changes of vertical distribution of dissolved oxygen concentrations measured by Monitoring Post
at Tokyo Bay.

Hiroyuki YORITAKA, Nobuyuki IWAMOTO, Kentaro KANEDA, Noboru SASAHARA, Junko SHIMIZU, Takeharu MIYAKE, and Tatsuo KOMORI

－ 16－



る．

海洋情報部では時間的に密で詳細なデータを取

得できるモニタリングポストの特性を生かし，溶

存酸素量変化と水塊の物理構造の関係や，塩分変

化と流速の関係，流速に対する海上風の影響を明

らかにしている（山尾，２００４）．また，季節的な

貧酸素水塊の発生・消滅（時期，期間）から年変

化の要因の考察や，底棲生物の生息環境としての

底層溶存酸素量の短時間変化の評価（山尾，

２００６），さらに，東京湾再生プロジェクトにおけ

る各種施策の効果を評価するため，気象条件によ

る海水の流動を取り除いた東京湾の水質改善状況

を評価する方法などの検討も行われている（渡

邊・山尾，２０１０）．

海の再生の実現には，環境保全・再生のために

取られている各種施策の有効性の評価予測をおこ

なっていくことが必要であり，数値シミュレー

ションの実施が効果的である．数値シミュレー

ションを正確なものにしていくには，水質の時系

列データ，鉛直プロファイルといったデータの取

得が不可欠である．海の再生プロジェクトの開始

により，従来環境省，国土交通省，地方公共団体

等において行われてきた各種観測に加え，東京湾

のモニタリングポスト観測など海洋情報部による

環境保全調査が開始され，着実に実施されること

で，環境保全データの充実に大きく貢献してい

る．

F 海洋情報提供をめぐる進展

海洋情報部では，水温や塩分等の海洋データを

オンラインで提供する JODC海洋データオンライ

ン提供システム（J−DOSS）を１９９５年９月に公

開した．これはインターネットがまだ発展途上の

時期に，政府機関としては早期に構築した画期的

なシステムであった．翌１９９６年には，このシス

テム構築に対して経済産業省の情報化月間推進協

議会より優秀情報処理システムとして表彰を受け

ている．しかしながら，これらの海洋データの提

供はテキストベースでのデータのダウンロードで

あったため，例えば海流データをダウンロードし

たユーザが，それを地図上に表示させたい場合

は，ユーザ自らそのテキストデータを処理し図化

することが必要であった．

一方，１９９５年１月の阪神・淡路大震災を契機

に，政府において地理情報システム（GIS）に関

する本格的な取組が始まった．地図とデータベー

スを統合した GISを利用することで，震災によ

る災害や復旧の状況等が簡単に素早く表示可能と

なり，震災からの復興のための迅速な意志決定に

貢献した．

１９９８年４月，海洋情報部に沿岸域海洋情報管

理室が設置され，大規模油流出事故等の災害発生

時における油防除等の作業効率の向上を図るた

め，沿岸海域の基盤情報を整備し提供することと

なった．海洋情報部が保有する電子海図等の情報

及び各省庁・自治体等が保有する沿岸域の情報を

提供するにあたって，地図や写真画像等の図形情

報とその内容を表す属性情報が一体となった空間

情報として沿岸海域環境保全情報データベースを

管理することとした．

この沿岸海域環境保全情報システムは，GISエ

ンジンとしてMicroImage製の TNT Atlasを採用

し，スタンドアローンで使用するパッケージ型ソ

フト（以下「Ceis Atlas」）として１９９９年４月に

完成した．しかしながら，スタンドアローンによ

る情報提供ではデータの更新，配布において種々

の制約があった．情報技術革新に伴い GISの世

界も，スタンドアローン型から統合型，そして

Web 対応へと推移したことから，「Ceis Atlas」を

Web−GISによるデータ提供システムへと再構築

することとした．このWeb−GISシステムは GIS

エンジンに英国 CadCorp社製の SIS−ASCを採用

し，当初は油防除関係機関及び地方自治体をユー

ザとして Ceis Netの名称で２００３年６月から試験

運用を開始した．

Web−GISによるデータ提供システムの利点と

して，インターネットが利用できる環境ではブラ

ウザのみで GISを利用することが可能なこと，

ユーザが普段使用しているブラウザを使うため使

用方法を習熟していることから GISを使用する
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ことへの抵抗感が少ないこと等が挙げられる．ま

た，サーバ管理者としてもデータ更新やサーバメ

ンテナンスが簡略化される事が期待される．これ

はWeb−GISによる GISシステムの構成をデータ

ベース機能，GISエンジン機能，クライアント側

のブラウザ機能の三層に分担させる，いわゆる三

層アーキテクチャ構成とすることでサーバ機能を

単純化した結果その保守が容易となったためであ

る．

さらに，２００９年１月の海洋情報部電子計算機

の更新に合わせて，GISサーバソフトを業界一位

の市場占有率を持つ ESRI社製の ArcGISサーバ

へと移行した．沿岸海域環境保全情報の収集・作

成からWeb−GISによるデータ提供まで同一製品

となり，一貫したユーザーインターフェスでの

GIS処理が可能となった．

現在，海洋情報部では，海洋産業の発展，科学

的知見の充実，海洋政策の立案等に資するため，

それら保有する情報を視覚的に重ね合わせて表示

して提供する海洋政策支援情報ツール（海洋台

帳）の整備を始めている．この海洋台帳の構築に

当たっては，今までの述べてきた沿岸海域環境保

全情報を GISシステムによって構築した経験や

その過程で蓄積された技術が大いに活用されてい

る．

G 電子海図（ENC）をめぐる進展

１ 電子海図について

「海上における人命の安全のための国際条約」

（SOLAS条約）では，全ての船舶に，予定された

航海に関する海図及び水路書誌を備え付けること

を規定している（ただし，船舶の旗国政府は，一

定の条件を満たす船舶に対して，適用の程度を緩

和することが認められている）．同条約では，従

来の紙に印刷された海図及び水路書誌に加え，電

子的手段で情報を表示させる電子海図表示システ

ム（ECDIS）を，この規定の搭載要件を満たすも

のとして認めている．この ECDISに表示させて

使用する海図データを電子海図（ENC）とい

う．ENCは，国際水路機関（IHO）が定めた水

路データ転送基準 S−５７に準拠して，政府公認の

機関により刊行されたデジタル海図データのこと

である．

海洋情報部は IHO S−５７に準拠して作製した

ENCを，１９９５年に世界で初めて刊行した．その

後，各国水路機関によって ENCの刊行が進めら

れ，現在では世界の重要港湾８００港とそれらを結

ぶ航路の８０％以上において ENCが整備されて

いる．ENCは，ECDISに表示させることによ

り，海図上での自船位置の表示，危険水域に接近

時の警報機能，レーダー画像との重畳表示，他の

航海計器との連携等が可能となり，操船者の迅

速・効率的な意志決定を支援することができる．

２００９年６月，ENCの整備が全世界的に進んで

きたこと，ECDISが乗り上げ事故を減少させる

効果があるとの定量的な報告などを背景にして，

SOLAS条約の改正が国際海事機関／海上安全委

員会（IMO/MSC）で採択され，２０１２年７月か

ら，国際航海に従事する５００トン以上の旅客船及

び３，０００トン以上の貨物船（現存する貨物船（タ

ンカーを除く．）は１０，０００トン以上）に対して，

ECIDSの搭載が順次義務化されることとなった．

IHOでは，ECDISの搭載義務化を推進するた

め，各国による ENCの整備を促進するととも

に，各国が作製する ENCの一貫性確保や情報充

実に向けた取組を推進している．

２ ENCの空白域解消に向けた取組

ECDISは，１台数百万円程度の航海計器だが，

ECDISに表示させる海図データがなければただ

Fig.G１ Schedule for mandatory carriage of ECDIS.
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の箱となる．IMOにおける ECDISの搭載義務化

の議論では，当初，高速船以外の船舶に対して

２０１０年から義務化を開始するとの提案もなされ

たが，ENCの未整備地域の解消が大きな論点と

なり，結局２０１２年７月からの開始となった．

（１）縮尺と航海目的

ENCの国際規格（IHO S−５７）は，ENCの整備

を「航海目的」ごとに実施することを規定してい

る．この航海目的には，「概観」，「一般航海」，

「沿岸航海」，「アプローチ」，「入港」及び「接

岸」の６種類があり，それぞれの航海目的で，使

用される表示縮尺，別の言い方をすると要求され

る情報密度が異なるため，航海目的ごとにそれぞ

れ別のデータセットを作製することになってい

る．小縮尺である「概観」のデータセットには，

世界中の可航水域が含まれている必要があるが，

大縮尺になるほど必要とされる海域は限定され，

「入港」のデータセットには，通常，港湾及びそ

の近傍の水域が整備されていれば十分である．

（２）世界の ENCの作製状況など

２０１０年７月時点における世界の ENCの作製状

況は，Fig.G２のとおりである．IMOの第５６回

航行安全小委員会（NAV５６，２０１０年５月）にお

いて IHO事務局が報告したところによると，大

縮尺 ENCについては世界の主要港湾８００港のう

ち９１％が整備され，それらの港湾を結ぶ主要航

路については，中縮尺が８４％及び小縮尺が１００％

の ENCが整備されている．東アジア地域におい

ても，１０年以上前から刊行してきた日本や韓国

に加え，中国，インドネシア，マレーシア，フィ

リピン，シンガポール及びタイなどが ENCの刊

行を始めており，２０１２年７月の ECDISの搭載義

務化開始までには，ENCの整備海域の充実が期

待される．

世界的な ENCの整備については，英国水路部

（UKHO）が，発展途上国等の水路部に対して職

員の研修を行うなどの技術協力を行い，それらの

国の ENCの整備に大きく貢献していると言われ

ている．また UKHOは，AVCS（Admiralty Vector

Chart Service）という商品名で国際的な ENC販

売にも力を入れており，AVCSを購入すれば世界

の水路部の ENCが入手できる体制を構築してい

る．もともと UKHOは紙海図の分野で国際的に

大きな影響力を有していたが，AVCSの世界的

シェアが増大すれば，ENCの分野でも UKHOの

影響力が増大することが想定される．

３ ENCの一貫性確保に向けた取組

２０１２年７月からの ECDISの搭載義務化開始を

目前に控え，各国とも ENCの刊行を急ピッチで

進めており，未刊行区域は着実に減少している．

一方で，隣接する国同士の ENCの重複が拡大し

ており，大きな問題となっている．ENCの規格

（IHO S−５７）では，作製者（国）の異なる ENCで

あっても同一航海目的の中でのデータの重複は認

められておらず，重複した ENCに対する ECDIS

Fig.G２ ENC coverage in the world, for “overview”and “general navigation”（left panel）, and for “coastal naviga-
tion”, “approach”, “harbour” and “berthing”（right panel）.
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の動作が保証されていないため，IHOは ENCを

重複させないよう加盟国に勧告している．

東アジア水路委員会は，南シナ海とそれに面す

る陸部を包含する「一般航海」目的の電子海図に

ついて，２００５年から関係国で共同刊行を行い，

２００８年に改版をしている（Fig.G３）．これは多国

間協力の下で刊行された ENCとしては世界初で

ある．これにより，各国の領有権が交差する海域

での重複のない ENC刊行に成功するとともに，

スーパータンカー等の大型船舶が輻輳する海域で

の ENCの早期刊行が実現した．

現在東アジア水路委員会では，東アジア全域に

おける ENCの空白域及び重複の解消並びに各国

ENCのデータの一貫性の確保を，国際協力の下

で実現するため，年数回タスクグループ会合を開

催して活発な議論を行っている．

４ ENCの情報充実に向けた取組

ENCの普及を図るためには，ENCの整備海域

の拡充を図ることが喫緊の課題であったため，当

初日本を含めほとんどの国では，既に存在してい

る紙海図をそのまま数値化して ENCを作製して

きた．しかし現在では，多くの先進国で ENCの

整備が完了したことから，次のステップとして，

ENCの情報を充実させ，紙海図の単なるコピー

ではない高付加価値の ENCを作製しつつある．

（１）SCAMIN属性の付与

前述のとおり ENCの国際規格は，最大６種類

の航海目的（縮尺）のデータを作製することが可

能である．しかし，ECDISによっては２０段階以

上の表示縮尺の切り替えが可能なものもあるた

め，表示縮尺によっては表示が混雑して，操船者

がその内容を判別しづらいという状況が生じてい

た．そこで ENCには，表示縮尺を小さくして

いったときに，水深や灯台などの個々のシンボル

を，優先順位に応じて非表示とする機能がある．

この機能を使うためには，個々のシンボルに，非

表示にする縮尺値をデータとして入力しておく必

要がある．この縮尺値を最小表示縮尺（SCAMIN）

属性という．

これまでは SCAMIN属性の付与はあまり行わ

れてこなかったが，ENCの高付加価値化の流れ

の中で，そのニーズが高まり，２００８年に IHOか

ら，SCAMIN属性に係る編集指針が勧告され

た．海洋情報部でも２０１０年度から SCAMIN属性

の付与を開始し，２０１１年度に整備を完了したと

ころである．

（２）CATZOC属性の付与

新たな水路測量が実施されるとその成果（測量

原図）は速やかに海図に反映される．しかし水路

測量は全ての海域で一様に行われているわけでは

ない．重要港湾などで定期的に掘り下げ工事等が

行われる海域では，水路測量も頻繁に実施される

ため海図には最近の測量成果が採用されている．

一方でそれ以外の海域では，錘のついたロープを

垂らして一点一点水深を測定した古い時代のデー

タが採用されていることがある．新しい測量が行

われた海域では，未発見の浅所が存在する可能性

が比較的小さいため，船舶の航路設定の自由度が

高く，効率的な航行が可能となる．そのため IHO

は，ENCに精度情報（CATZOC）属性を付与す

ることを奨励している．これまで海洋情報部で

は，過去に実施された約６，５００枚の測量原図につ

いて，区域ごとの測量精度の評価を行ってきた．

この評価結果を基に，２０１１年度から CATZOC属

Fig.G３ Coverage of South China Sea ENC.
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性の ENCへの付与を開始している．

（３）一時関係通報の電子海図への採用

上記以外の国際的な動向として，一時関係の通

報を ENCに取り込む動きがある．紙海図の世界

では，既に印刷された海図を更新する手段とし

て，「水路通報」というシステムが国際的に確立

している．水路通報には「小改正」と「一時関係

等」があり，海図を恒久的に補正する情報は小改

正として提供され，この情報を基に航海者が海図

を修正していく．一方で，射撃訓練や港湾工事な

ど一時的に有効な情報等は一時関係通報として，

紙媒体又は PDFファイルで提供されている．

これらのうち小改正については，当初から電子

水路通報に採用され ENCに取り込まれてきた

が，一時関係通報については，編集方法に関する

国際的基準が確立していなかった等のため，多く

の国で ENCに採用されてこなかった．そこで

IHOは，２００９年２月１日に IHO S−６５を改正し，

一時関係通報を電子水路通報に採用するための

コード化指針を追加したところである．海洋情報

部では，２０１２年１月から，一時関係通報を電子

海図に順次採用している．

５ 今後の展開の見通し

現在の ENCは，IHOが１９９６年に策定した規

格（IHO S−５７Ed．３）に基づいて作製されている．

しかし，IHO S−５７Ed．３の刊行後に，国際標準化

機構（ISO）において地理情報標準 ISO１９１００シ

リーズが整備され，GISデータの国際標準として

の地位が確立されると，その後の GIS技術は ISO

１９１００標準の下で発展してきた．そのため，IHO

では２００１年から，ISO１９１００シリーズに準拠し

た新たな基準の開発を開始し，２０１０年１月１日

に「水路データ標準モデル」（仮訳，IHO S−１００）

を採択した．この基準に基づき，IHOでは，ENC

の製品仕様（IHO S−１０１）の完成を２０１２年に予

定している．さらに，航行警報，水路書誌，潮汐

情報，水路測量成果等についても，新たにデジタ

ル化製品仕様の策定が計画又は検討されている．

Fig.G４ Improvement in display function of ENCs with SCAMIN attributes.
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一方，国際海事機関（IMO）でも，海上の安

全及びセキュリティの確保並びに海洋環境の保護

の観点から，最新の情報通信・電子技術を活用し

て，船橋における各種情報の収集，統合，交換，

表示及び解析を実現する「e−Navigation」戦略を

２００８年に採択し，２０１２年の実行を目指して検討

を進めている．e−Navigationを支えるデータの規

格は，IHO S−１００シリーズが大きな役割を担うこ

とが想定されている．

現在海洋情報部で提供している情報のうち，操

船者が船橋で処理できる形式でのデジタルデータ

は，ENC及びその更新のための電子水路通報だ

けである．しかし，上記の IHO S−１００シリーズ

の整備や，IMOの e−Navigation戦略が実現すれ

ば，航行警報，水路書誌，潮汐情報等の提供につ

いてもデジタル化が実現し，船橋のペーパレス

化・ワンウィンドウ化が実現することが期待され

ている．
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おけるペルフルオロ化合物（PFCs）の分布

及び起源推定，海洋情報部研究報告，４６，１３

‐２４．

寄高博行・工藤宏之・矢沼隆・大島ゆう子

（１９９９），TOPEX/POSEIDON海面高度計を

用いた海流推定について，水路部技報，１７，３１

‐３６．

要 旨

１８７１年に我が国に海洋情報部が設立されてか

ら１４０年が経過した．最近１０年の海洋情報業務

における技術の進展を報告する．

Progress in hydrographic and oceanographic technology, and action to electronic navigational charts
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